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人材流動化という名のリストラが
社員のモラールを低下させている。

人を育てることを忘れ，従業員の

“こころ”を受け止めることをなくしつつあるいま，

日本的経営の原点を改めて検証する。
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は　じ　め　に

日本企業が自信を失っている。グローバルスタンダードを前に原則無き修

正がなし崩し的に行われており、そこに確たる人事思想は見られない。

人材流動化と言う名のリストラが、リストラされた人以上に残された従業

員のモラールを低下させている。そこでの信頼関係は乏しい。
きよほうへん

日本の経営システムは、時代の変化とともに毀誉褒股がはなはだしかった。

とりわけ海外の研究者から、「異質」と「賞賛」とが交互に繰り返され、国

内ではこうした海外の評価を増幅するだけの大合唱であった。

GEのウェルチは、確かにリストラを行った。業界での地位の低い事業を

次々と切り売りし、10万人を解雇した。しかし、ウェルチは他方で組織を再

生するためシックス・シグマに取り組み、人に対する教育投資を積極的に行

ってきたのである。教育投資をしてきたからこそ、GEが再生したのだと思

う。日本がウェルナから学ぶべきは、リストラよりも人に対する教育投資を

し、管理者でなくリーダーを養成することで再生をはかった点であろう。

日本企業の人事部門も大きく変わった。人事にとって最も大事な、「人事

の暗黙知」が急速に失われつつある。人を育てることを忘れ、従業員の“こ

ころ”を受け止めることをしなくなってしまった。

アメリカの企業が従業員観を変えようとしているのに、日本の企業は逆に

かつてのアメリカ企業のようになろうとしているのではないか。

最も気懸かりなのは、今日のグローバルスタンダードの中で、労働組合が

無用の長物とされている点である。働く人の“こころ”を、人事部門が受け

取ることが乏しくなっている今、労働組合も“こころ”を受け取らなくなっ

たらどうなるか。労組不要論の行きつく先は、殺伐とした産業社会になるの

ではなかろうか。

NHK稔合テレビで放映されている番租「プロジェクトⅩ」や日経新聞の第

二社会面コーナーにあるサラリーマンの連載記事が、多くの働く人から注目

されているのはなぜだろうか。単なるノスタルジーだろうか。あの中で描か

れているのはまさに“こころ”である。多くの人はそこに自分のこころを投

影しながら見ているに違いない。

21世紀に入り、IT技術が急速な進歩を遂げ、今まで以上の変化の大波がよ



せるだろう。日本人の“こころ”はどこにいくのだろうか。

本書は「青森公立大学経営経済学研究」第2巻・第1号、第2巻・第2号、

第3巻・第1号に掲載した論文である。転載を快諾いただいた青森公立大学

に感謝したい。

日本の企業経営の本質は「日本的経営」としてしか表現の方法がなく、本

書で論じた日清紡額を第二次大戦後の「第一類型（消費財輸出工業・軽工業）」

と呼ぶとすれば、通商産業省（規程済産業省）が1950年代に産業政策でそあ

第一類型を打破して誘導した日本的軽骨（輸入防止工業・重化学工業）は、

日本的経営の代表的類型と世間で言われているものの、実はそれまでとは異

質の「第二類型」と表現するほかない。

ここでの思想は、敗戦国として占領下で、二度にわたる世界大我を未然に

防止するために、一国の選ぶべき政治経済政策として自由主義市場経済の思

想を直接に学習した日本の企業には、大戦後に第一類型、第二類型の日本的

経営が存在し、自由主義市場経済で活動する第一類型の日本的経営が最初に

出現していたことを重視すべきだと主張する上で、第一類型という「日本的

経営の原点」を学ぶ意義がある。

最後に、私事になるが平成13年3月青森公立大学を辞した。加藤勝康学長

の地域に対する情熱と新しい大学数育への夢にひかれて雪国での6年間であ

った。青森公立大学では高い理想を掲げ、大学院教育を軌道にのせることが

できた。青森の地に播かれた種が大きく育ち、地域の将来を担うことを願っ

てやまない。

本書を加藤勝康学長に捧げる。

出版にあたっては、社会経済生産性本部の折田前理事長ならびに生産性出

版の高橋弘夫氏にひとかたならぬお世話になった。あわせてお礼を申し上げ

る次第である。
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